
施設整備
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１． 建物概要 ＪＲ岐阜駅前の再開発事業（平成１０年１０月竣工）

• 地階：駐車場・２６０台

• １～２階：商業施設

• ３階：医療・福祉等生活支援施設

• ４階：地方放送局本社

• ５階：分譲エントランス

• ６階～１４階：高齢者優良賃貸住宅

• １５階～４２階：分譲住宅

• ４３階：スカイラウンジ、展望台
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（社福）新生会の取組：高層タワー内の医療・福祉等生活支援施設

• 新しい文化の創造

• 成長し続ける街、成長し続ける人、街が人を育て、人が街を育てる

• 専門職の連携による人生の連続支援（子育てから人生の終焉までの支援）

２． ３階のコンセプト

※第３回検討会 新生会 提出資料を基に老健局作成



○ 市町村は介護保険事業計画において、市町村毎の介護サービスの量の見込み・地域密着型の施設等の必要定員総数
を設定。

○ 市町村毎の介護サービスの量の見込みを踏まえ、都道府県は介護保険事業支援計画において、広域型施設や地域密
着型サービス以外の在宅サービスについては老人福祉圏域内の調整を行いつつ、老人福祉圏域毎の介護サービスの量
の見込み・施設の必要定員総数を設定。

介護保険事業(支援)計画における必要定員総数の設定等

○都道府県知事は、広
域型施設について、
必要定員総数を超え
る場合に、指定等を
しないことができる。

○ 老人福祉圏域（基本的に二次医療圏と合致）の設定

○ 市町村の介護保険事業計画を踏まえた介護サービス量の見込み（老人福祉圏域毎）

○ 各年度における介護保険施設等（※）の必要定員総数（老人福祉圏域毎）

※介護保険施設、介護専用型特定施設入居者生活介護、地域密着型の施設等

広域型施設（介護保険施設、介護専用型特定施設）や地域密着型以外の在宅
サービスについては、市町村毎のサービス量の見込みを踏まえ老人福祉圏域内
の調整を行う。

○ その他の事項 （介護人材の確保 等）

○保険料の設定

○市町村長は、地域
密着型の施設等に
ついて、必要定員
総数を超える場合
に、指定をしない
ことができる。

○ 日常生活圏域の設定

○ 各年度における種類ごとの介護サービス量の見込み

○ 各年度における地域密着型の施設等（※）の必要定員総数（日常生活圏域毎）
※認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

○ 各年度における地域支援事業の量の見込み

○ その他の事項 （医療や居住施策との連携、認知症施策、生活支援 等）

基盤整備

市町村介護保険事業計画(法第117条) 

都道府県介護保険事業支援計画(法第118条)

保険料の設定等
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東京都における老人福祉圏域

圏域名 構成区市町村 圏域名 構成区市町村

区中央部 千代田区 中央区 港区 文京区 台東区 西多摩
青梅市 福生市 羽村市 あきる野市 瑞穂町 日の出町 檜原村
奥多摩町

区南部 品川区 大田区 南多摩 八王子市 町田市 日野市 多摩市 稲城市

区西南部 目黒区 世田谷区 渋谷区 北多摩西部 立川市 昭島市 国分寺市 国立市 東大和市 武蔵村山市

区西部 新宿区 中野区 杉並区 北多摩南部 武蔵野市 三鷹市 府中市 調布市 小金井市 狛江市

区西北部 豊島区 北区 板橋区 練馬区 北多摩北部 小平市 東村山市 清瀬市 東久留米市 西東京市

区東北部 荒川区 足立区 葛飾区 島しょ
大島町 利島村 新島村 神津島村 三宅村
御蔵島村 八丈町 青ヶ島村 小笠原村

区東部 墨田区 江東区 江戸川区 96

東京都
特別区
（再掲）

全国

面積（㎢） 2,187.50 621.83 377,950.10

65歳以上
人口（人） 2,642,231 1,771,978 29,245,685

65歳以上
人口密度
（人/㎢）

1,207.9 2,849.6 77.4

※平成22年 国勢調査（総務省統計局） 統計表を基に作成



神奈川県における老人福祉圏域

圏域名 構成区市町村 圏域名 構成区市町村

横浜 横浜市 湘南西部 平塚市 秦野市 伊勢原市 大磯町 二宮町

川崎 川崎市 県西 南足柄市 中井町 大井町 松田町 山北町

横須賀・三浦 横須賀市 鎌倉市 逗子市 三浦市 葉山町 開成町 小田原市 箱根町 真鶴町 湯河原町

県央
厚木市 大和市 海老名市 座間市 綾瀬市
愛川町 清川村

県北
相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 藤野町

湘南東部 藤沢市 茅ヶ崎市 寒川町

横浜市

川崎市

横須賀市

三浦市

逗子市

葉山町

鎌倉市

藤沢市

茅ヶ崎市

寒川町

平塚市

二宮町

伊勢原市
秦野市

大磯町

小田原市

相模原市

大和市
座間市

愛川町

清川村

山北町

真鶴町湯河原町

箱根町

南足柄市

中井町大井町開成町

松田町

厚木市

綾瀬市

海老名市

横浜

川崎

相模原

横須賀・三浦

県西

湘南東部
湘南西部

県央
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神奈川県 横浜市 全国

面積（㎢） 2,415.86 437.38 377,950.10

65歳以上
人口（人） 1,819,503 736,216 29,245,685

65歳以上
人口密度
（人/㎢）

753.1 1,683.2 77.4

※平成22年 国勢調査（総務省統計局） 統計表を基に作成



千葉県における老人福祉圏域

圏域名 構成区市町村 圏域名 構成区市町村

千葉 千葉市 山武長生夷隅
東金市、山武市、大網白里町、九十九里町、芝山町、横芝光
町、茂原市、一宮町、睦沢町、長生村、
白子町、長柄町、長南町、勝浦市、いすみ市、大多喜町

東葛南部 市川市、浦安市 習志野市、八千代市、鎌ヶ谷市 船
橋市 安 房 館山市、鴨川市、南房総市、鋸南町

東葛北部 野田市、松戸市、流山市、我孫子市、柏市 君 津 木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市

印 旛
成田市、佐倉市、四街道市、八街市、
印西市、白井市、富里市、酒々井町、
印旛村、本埜村、栄町

市 原 市原市

香取海匝 香取市、神崎町、多古町、東庄町、銚子市、旭市、
匝瑳市
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千葉県 千葉市 全国

面積（㎢） 5,156.70 272.08 377,950.10

65歳以上
人口（人） 1,320,120 198,850 29,245,685

65歳以上
人口密度
（人/㎢）

256.0 730.9 77.4

※平成22年 国勢調査（総務省統計局） 統計表を基に作成



埼玉県における老人福祉圏域

圏域名 構成区市町村 圏域名 構成区市町村

南部 川口市、蕨市、戸田市、鳩ヶ谷市 川越比企
川越市･東松山市･坂戸市･鶴ヶ島市･毛呂山町･越生町･滑川
町・嵐山町･小川町･川島町･吉見町･ときがわ町･鳩山町･東
秩父村

南西部 朝霞市・志木市・和光市・新座市・富士見市・ふじみ
野市・三芳町 西部 所沢市、飯能市、狭山市、入間市、日高市

東部 春日部市、草加市、越谷市、八潮市、三郷市、吉川
市、松伏町 利根 行田市、羽生市、久喜市、蓮田市、幸手市、宮代町、白岡町、

杉戸町

さいたま さいたま市 北部 熊谷市・本庄市・深谷市・美里町・神川町・上里町・寄居町

県央 鴻巣市、上尾市、桶川市、北本市、伊奈町 秩父 秩父市・横瀬町・皆野町・長瀞町・小鹿野町
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埼玉県 さいたま市 全国

面積（㎢） 3,798.13 217.49 377,950.10

65歳以上
人口（人） 1,464,860 233,564 29,245,685

65歳以上
人口密度
（人/㎢）

385.7 1,073.9 77.4

※平成22年 国勢調査（総務省統計局） 統計表を基に作成



圏域名 構成区市町村 圏域名 構成区市町村

名 古 屋 名古屋市 知 多 半 島 半田市、常滑市、東海市、大府市、知多市、阿久比町、東浦
町、南知多町、美浜町、武豊町

海 部 津島市、愛西市、弥富市、あま市、大治町、蟹江町、
飛島村 西 三 河 北 部 豊田市、みよし市

尾 張 中 部 清須市、北名古屋市、豊山町 西 三 河 南 部 東 岡崎市、幸田町

尾 張 東 部 瀬戸市、尾張旭市、豊明市、日進市、長久手市、東
郷町 西 三 河 南 部 西 碧南市、刈谷市、安城市、西尾市、知立市、高浜市

尾 張 西 部 一宮市、稲沢市 東 三 河 北 部 新城市、設楽町、東栄町、豊根村

尾 張 北 部 春日井市、犬山市、江南市、小牧市、岩倉市、大口
町、扶桑町 東 三 河 南 部 豊橋市、豊川市、蒲郡市、田原市

愛知県における老人福祉圏域
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愛知県 名古屋市 全国

面積（㎢） 5,165.04 326.43 377,950.10

65歳以上
人口（人） 1,492,085 471,879 29,245,685

65歳以上
人口密度
（人/㎢）

288.9 1445.6 77.4

※平成22年 国勢調査（総務省統計局） 統計表を基に作成



圏域名 構成区市町村 圏域名 構成区市町村

大阪 大阪市 中河 八尾市、柏原市、東大阪市

豊 能 豊中市、池田市、吹田市、箕面市、豊能町、能
勢町

南河 富田林市、河内長野市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、
太子町、河南町、千早赤阪村

三 島 高槻市、茨木市、摂津市、島本町 堺 市 堺市

北河 守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、
四條畷市、交野市

泉 州 岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉市、高石市、泉南市、
阪南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町

大阪府における老人福祉圏域
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大阪府 大阪市 全国

面積（㎢） 1,898.47 222.47 377,950.10

65歳以上
人口（人） 1,962,748 598,835 29,245,685

65歳以上
人口密度
（人/㎢）

1,033.9 2,691.8 77.4

※平成22年 国勢調査（総務省統計局） 統計表を基に作成



指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年３月３１日厚生省令第３９号）（抄）

第七条 略

２ 指定介護老人福祉施設は、入所申込者の数が入所定員から入所者の数を差し引いた数を超えている場合には、介護の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、指定

介護福祉施設サービスを受ける必要性が高いと認められる入所申込者を優先的に入所させるよう努めなければならない。

１ 指針の作成について

（１）指針は、その円滑な運用を図る観点から、関係自治体と関係団体が協議し、共同で作成することが適当であること。

２ 入所の必要性の高さを判断する基準について

（１）基準省令に挙げられている勘案事項について

「介護の必要の程度」については、要介護度を勘案することが考えられること。また、「家族の状況」については、単身世帯か否か、同居家族が高齢又は病弱か否かなどを

勘案することが考えられること。

（２）その他の勘案事項について

居宅サービスの利用に関する状況などが考えられること。

５ その他

管内の市町村・関係団体において指針の作成について独自の取組みがある場合には、これを尊重する必要があること。

特養の入所に関する指針について

○ 特養における入所指針について、勘案すべき事項として厚労省が明示しているのは、「要介護度」、「家族の状況」、「居宅
サービスの利用状況」のみ。
○ 特養の入所指針は原則として自治体において定めることとされており、自治体独自の取組がある場合は、その取組を尊重
することとしている。また、基準省令上、入所の判断は施設において行うことになっている。

指定介護老人福祉施設の入所に関する指針について（平成１４年８月７日計画課長通知）（抄）

評価項目 点数（１６０点満点） 評価項目 点数（１６０点満点）

①要介護度 １０～５０ ④特別な状況 ０～２０

②家族の状況 ０～７０
⑤介護者による虐待・介護放棄等、要介護者の生
命・身体に危険が生じている場合

１７０

③居住地 ０～２０

【参考】 静岡県の特養入所指針
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第２回検討会 杉並区 提出資料
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第２回検討会 杉並区 提出資料
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第２回検討会 杉並区 提出資料
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第２回検討会 杉並区 提出資料
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第２回検討会 杉並区 提出資料



津地方裁判所の判例（平成１４年７月４日判決）
事実関係

判決の内容

○ Ａ町が、Ｂ市にある特別養護老人ホームに対し、入所用ベッドのうち２０床を２０年間にわたりＡ町の住民が優
先的に使用できるようにするために、補助金交付決定をした。

○ さらに、当該特別養護老人ホームと、「入所用ベッド２０床について、入所の必要性が高い入所希望住民を優
先的に受け入れることができる状態で確保しなければならない。」とする覚書を締結した上で、補助金の支出を
行った。

○ 法令上、「指定介護老人福祉施設は、正当な理由なく、指定介護福祉施設サービスの提供を拒んではなら
ない。」と規定され、特別養護老人ホームの利用は、特定の市町村の住民に限定されてはならず、広域的に
利用されるべきことが定められている。

○ この規定の趣旨からすれば、Ａ町の住民が優先的に入所ベッド２０床を２０年間にわたり利用できるようにする

ことは、介護保険法上許容されず、本件補助決定及び覚書は介護保険法に反し違法である。

【指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準】

（平成１１年３月３１日厚生省令第３９号）

第４条の２ 指定介護老人福祉施設は、正当な理由なく指定介護福祉施設サービスの提
供を拒んではならない。 108
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H21.8末 H22.8末 H23.8末 H25.3.31

中心市と周辺市町村が相互に役割分担し、連携・協力することにより、圏域全体として必要な生活機能

を確保する「定住自立圏構想」を推進し、地方圏における定住の受け皿を形成する。

基本的考え方～集約とネットワーク化～

「定住自立圏構想」の推進

協定締結等
圏域数

（団体・圏域数）

定住自立圏構想の取組状況

団体

圏域

団体中心市宣言団体数

協定締結等団体数
延べ３３０団体
（H25.3.31時点）

ビジョン策定団体数

定住自立圏形成へ向けた手続き～国への申請や国の承認が必要ない分権的な仕組～

○人口５万人程度以上

○昼夜間人口比率原則１以上

○原則３大都市圏外

○中心市と近接し、経済、

社会、文化又は住民生活等
において密接な関係がある
市町村

①中心市宣言

中心市 周辺市町村

特別交付税

・包括的財政措置（中心市4,000万円程度、周辺市町村1,000万円）

・外部人材の活用（３年間、700万円上限）、

地域医療（措置率８割、800万円上限）に対する財政措置 等

定住自立圏に取り組む市町村に対する支援

③定住自立圏共生ビジョン
圏域の将来像や推進する具体的取組を記載

②定住自立圏形成協定
中心市と周辺市町村が１対１で、

議会の議決を経て締結

定住自立圏等推進調査事業

圏域全体の活性化を目指した分野横断的な取組を重点的に支援し、

先進事例を構築 （H25予算案：140百万円）

地域活性化事業債
圏域全体で必要不可欠なインフラ整備に対し、

地域活性化事業債を充当 (充当率：９０％、交付税算入率：３０％）
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※｢定住自立圏構想｣とは、都市部の高齢化対策のための
施策ではないが、地方圏における定住に資する、ひとつの
施策である。



定住自立圏構想の推進に向けた総務省の財政措置の概要

地域住民の生活実態やニーズに対応し圏域ごとにその生活に必要な機能を確保して、地
域住民の生命と暮らしを守る取組を支援するため、定住自立圏共生ビジョンを策定した中
心市及びその周辺市町村の取組に対して財政措置を講じる。

１．中心市及び周辺市町村の取組に

関する包括的財政措置（特別交付税）

２．地域活性化事業債の充当

３．外部人材の活用に対する財政措置

（特別交付税）

４．民間主体の取組の支援に対する財政措置

（１）民間への融資等を行うファンド形成に関する財政措置
ファンド形成に一般単独事業債を充当（９０％）、
償還利子の５０％に特別交付税

（２）ふるさと融資の融資限度及び融資比率の引き上げ

（例：融資比率２０％→２５％）

５．個別の施策分野における財政措置

（１）病診連携等による地域医療の確保に対する財政措置
病診連携等の事業に要する市町村の負担金に対する
特別交付税措置（措置率０．８、上限８００万円）

（２）へき地における遠隔医療に対する特別交付税措置の拡充
措置率０．６→０．８

６．定住自立圏の形成に対応した辺地度点
数の算定要素の追加

・中心市については、１市当たり年間4,000万円程度を
基本として、人口、面積等を勘案して上限額を算定

・周辺市町村については、１市町村当たり年間1,000万
円を上限

・圏域全体で必要不可欠なインフラ整備に対し、
地域活性化事業債を充当。

（充当率：９０％、交付税算入率：３０％）

（１）圏域外における専門性を有する人材の活用
上限７００万円、最大３年間の措置

（２）若手企業人地域交流プログラム
若手企業人の受入に要する経費に対して
１人あたり上限３５０万円を措置

・辺地度点数の積算に当たって中心市までの距離を算定可能

※このほか、定住自立圏構想推進のための関係各省による
事業の優先採択もある。 110
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１ 構成 （平成２５年４月１日現在）

会長：島田晴雄（千葉商科大学学長） ほか理事 ： １３名

会員：法人会員：３２社 （特別法人会員 ： ９社・団体、一般法人会員 ： ２３社）

自治体会員： ４３道府県、１０４２市町村

２ 事業内容
・企業会員と自治体会員のマッチングを行う交流会（東京・地方）の開催

・移住・交流や地域活性化につながる新ビジネス創造・交流事業（企業・自治体向け）

・ポータルサイトによる地域おこし協力隊や体験ツアーなど
移住・交流希望者向け情報発信

・空き家バンクによる移住・交流希望者向け物件情報の収集・提供
・移住・交流フェア、イベントへの出展
・先進自治体の成功事例やノウハウの提供

移住・交流推進機構（JOIN）の概要

ＪＯＩＮ会員のみが閲覧できる専用ホームページ
内において、会員間の移住・交流に関する事業
マッチングを目的としたサイト。
法人会員がもつ移住・交流に関するソリューショ
ンやノウハウを自治体会員に広く知ってもらい、
かつ、産業振興や農山村振興などのカテゴリー
検索を付与することで、自治体会員の事業立案
時に必要な「相談・企画・見積り」などを法人会
員に依頼しやすくするツール。

JOINソリューション・ナビ 地域おこし協力隊の情報発信

ポータルサイトを運営す
ることにより、「地域おこ
し協力隊」の活動を総合
的に支援

【サイト機能】
○地域おこし協力隊の概要
○地域おこし活動の検索
→自治体が募集している地域

おこし活動が地域別・カテ
ゴリー別に検索できます

○地域おこし協力隊の活動事
例や体験記の紹介

○地域おこし協力隊員ブログ
の紹介

→全国の自治体で活躍してい
る地域おこし協力隊員の
近況が分かります

法人会員と自治体会員の間の情報交換の場を提
供し、移住・交流の推進を目指した自治体におけ
る新たな施策や、新たなビジネス商品、サービス
の創出を支援する目的から、各地で交流会を開
催

JOIN交流会の開催

東京交流会での嘉田滋賀県知事によ
るプレゼンの様子（平成22年11月19日）

平成23年4月21日に開催した東京交流会
でのプレゼンの様子

東京交流会での佐竹秋田県知事によ
るプレゼンの様子（平成24年１月18日）

【企業・自治体マッチングによる取組例】
○滋賀県×滋賀県長浜市×(株)ＬＩＮＫ

「廃校を活用した音楽サマースクール」
○㈱ＪＴＢ×クラブニッポン㈱×NPO日本ビジネス作家協会×千葉県３市

「南房総ミステリーウォーキング」実施
○㈱富士通×ＪＯＩＮ自治体会員

富士通総研ボランティアホリデーポータルサイトと連携した募集

１ 法人

(1)特別法人会員 【９社・団体】

(株)ALMACREATIONS (株)ぐるなび (株)ジェイティービー

(株)日本総合研究所 一般財団法人地域活性化センター 全国賃貸管理ビジネス協会

日本アジアグループ(株) 日本生命保険相互会社 富士通(株)

(2) 一般法人会員【２３社・団体】

(株)インテリジェンス (株)ＮＫＢ (株)ＮＴＴデータ

(株)オレンジ・アンド・パートナーズ (株)価値総合研究所 (株)カンバーランド・ジャパン

(株)ぎょうせい (株)共同通信社 (株)ジェーシービー

(株)時事通信社 (株)千修 (株)DGコミュニケーションズ

(株)日本経済広告社 (株)日本旅行 (株)ＬＩＮＫ

近畿日本ツーリスト(株) 全日本空輸(株) 相互都市開発(株)

大日本印刷(株) 東京急行電鉄(株) トヨタ自動車(株)

日本電気(株) 吉本興業(株)
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高齢者コミュニティー「ＣＣＲＣ」の３つの住まい

ＣＣＲＣでは入居者の健康レベルに応じ、３つのレベルの住まいが用意
されています。（大規模なコミュニティであれば同じ敷地内にある）

自立型住まい（ＩＬ）

健常･自立

自立型住まいは、生活住居ス
ペースで、共同住宅形式が主流で
ある。ここでは、食事サービス、
様々な娯楽文化サービスと、病気、
寝たきりにならない為の保健･医
療ｻｰﾋﾞｽが提供されている。

支援型住まい（ＡＬ）

介護度：小・中

支援型住まいは、入居者が生活
支援、介護支援が必要になったと
き、健康型住まいから移り住む施
設で、提供される。衣服の着替
え、投薬、入浴介助、その他生活
に必要なサービスが提供されてい
る。

介護型住まい（ＮＨ）

介護度：大

介護型住まいは、常時介護が必
要な入居者のためのものである。
２４時間体制を必要とする短期、
および長期の看護、医療サービス
を提供する施設である。

第１回検討会 馬場園委員 提出資料
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【第1ステップ】
高齢者住宅を核と
した医療・介護
サービスの複合拠
点～在宅支援複合
施設をつくる

【第2ステップ】
在宅支援複合施設を中心に地域住民が地
域交流センターを自由に訪問できるよう
にし、高齢者のネットワークをつくる

【第3ステップ】
高齢者のニーズに合わせた３種類の住
宅を作っていき、それらを軸に24時間
巡回型訪問サービスを機能させていく

ネットワーク型 日本版ＣＣＲＣ

第１回検討会 馬場園委員 提出資料



地域密着・連携型ＣＣＲＣのイメージ

地
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）

急性期病院

在宅療養支援診療所

訪問介護・看護ステーション
24時間対応ステーション

● 高齢者住宅 （30～80人）

ここに居住する自立～要介護までの高齢
者のそれぞれのニーズに対し、毎日の生活
に密着したフルサービスで対応

新しい地域医療・
福祉資源の拠点

地 域 医 療 ・ 福 祉 資 源 の 発 信 （ 地 域 密 着 ）

● 周辺地域の自宅に住む高齢者

自立、要支援～要介護までの高齢者が自
立した生活が送れるように、夜間
対応を含む必要最低限の支援を行う

併設

デイケア・デイサービス

高齢者住宅を核として高齢者ニーズに対応するＣＣＲＣモデルの役割

１~ 2㎞

老健 療養病床

協力

スケールメリット

第１回検討会 馬場園委員 提出資料
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米国CCRCと従来のわが国の制度との比較
健康状態の推移に応じて、同一敷地内で移動の心配なしに暮らし続けられる高齢者施設
第一世代の余暇型の懸念払拭

CCRC：Continuing Care Retirement Community

一般住宅
戸建・集合

サービス付
高齢者向け
住宅

日本 有料老人ホーム
軽費老人ホーム
養護老人ホーム

グループ
ホーム

特別養護
老人ホーム

60歳～70歳代夫婦 70歳代独居高齢者 80歳～寝たきり

アクティブライフ
支援/介護予防

年代

サービス 居宅介護支援
訪問介護

施設介護、認知症介護

IL：健常者用
Independent living

AL：軽介護
Assited living

NH：重介護
Nursing home

MS：認知症
Memory support

米国

老健施設

第２回検討会 鎌形委員 提出資料

※資料：三菱総合研究所



米国リタイアメントコミュニティと「プラチナ・コミュニティ」
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米国リタイアメントコミュニティ プラチナ・コミュニティ

第一世代：遊 第二世代：学 第三世代：活

特徴 温暖なリゾートでゴルフ三昧のハッ
ピーリタイヤメント（RC）
※要介護になると移住が必要
※認知症多発（知的刺激が欠如）
※多世代交流の欠如

・要介護になっても同じ敷地で継続
的に居住（CCRC）

・大学連携による知的刺激、多世
代交流

・（大学連携型）CCRC
・学んだ成果や経験・知識・知見を
活かし大学や自治体などで社会の
担い手として活躍（働く、教える、若
者サポート）

例 サンシティ（アリゾナ州） ラッセルビレッジ
（マサチューセッツ州）
サンシティ横浜（横浜市）
※大学とは連携していない

・立教セカンドステージ大学（立教大
学）

・チャレンジコミュニティ大学 （港区、
明治学院大学）

※これらはCCRCではない

立教セカンドステージ大学ラッセルカレッジサンシティ

親和 親和（知的刺激）・承認 承認・自己実現

より高次の欲求も充足されるよう進化
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地方自治体行政
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北九州市いのちをつなぐネットワーク事業（平成20年度～）

・地域における既存の見守りの仕組みを結びつけ、網の目を細かくすることによって、支援を必要と
する人が社会的に孤立することがないよう、地域全体で見守り、必要なサービスなどにつなげる取
り組み。

地域福祉ネットワークの充実強化を図る。

⇒孤立死の予防

119

○いのちをつなぐネットワーク事業の推進体制の整備
・１ 市役所に「いのちをつなぐネットワーク推進課」を新設（平成20年4月）

・２ 区役所に「いのちをつなぐネットワーク担当係長」を16名配置（平成20年4月）

・３ 区役所に「いのちをつなぐネットワーク係」を新設（平成23年4月）

○いのちをつなぐネットワーク担当係長の主な相談内容

★支援が必要な方が地域にいても、どこに相談したらいいかわからない。

★いろいろな制度やサービスがあるようだけど、問題（課題）がたくさんあって、何が使える
のかわからない。

★地域で支援体制を作ろうと思っているが、どのようにしたらいいかわからない・・・など

○概要

※北九州市提供資料を基に老健局作成
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第5期計画

2012-2014

高齢化が一段と進む平成37（2025）年に向けて
地域包括ケアの構築を見据えた新たな視点での取組

第５期計画では、各自治体の高齢化のピークを迎える時期までに、高齢者が地域で安心して暮らせる 地域包括ケアシ

ステムを構築するために必要となる、①認知症支援策の充実 、②医療との連携、③高齢者の居住に係る施策との連携、④

生活支援サービスの充実といった重点的に取り組むべき事項を、実情に応じて選択して 第５期計画に位置づけるなど、段

階的に計画の記載内容を充実強化させていく取組をスタートする時点としており、第6期においても、更に取り組みを強化

していくことが必要。

２０２５年を見据えた現在の介護保険事業計画の位置づけ

2025

第９期計画

2024
～2026

第８期計画

2021
～2023

2015

第７期計画

2018
～2020

第６期計画

2015
～2017
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